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食品については、ＪＡＳ法（「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律」）
により、①強制的な「品質表示基準制度」と②任意の「ＪＡＳ規格制度」が設けられてい
ます。

○名称、原材料、原産地など食品の品質の
表示を義務付ける制度＜強制規格＞
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○ＪＡＳ規格に適合する食品にＪＡＳマークを
つけることができる制度＜任意規格＞

定温管理流通

＜一般ＪＡＳマーク＞ ＜特定ＪＡＳマーク＞＜有機ＪＡＳマーク＞

＜生産情報公表ＪＡＳマーク＞ ＜定温管理流通ＪＡＳマーク＞

１

品質表示基準制度 ＪＡＳ規格制度
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実際の表示例

食品表示に関する主な法律には、次のようなものがあります。

ＪＡＳ法＜品質表示基準＞・・・
食品衛生法・・・・・・・・・・・・・・・
景品表示法・・・・・・・・・・・・・・・

JAS < >≤ ─

JAS法 食品衛生法

原材料名

原産地

アレルギー

添加物

名称

遺伝子組換え

賞味期限

保存方法

景品表示法 等

商品選択 食品安全の確保

製造者名等

βこのほか、健康増進法（健康の保持増進の効果等について虚偽誇大広告等の禁止）、不正競争防止法（不正な競争の防止）、

計量法（適正な計量の実施を確保）なども食品表示に関係。

等 等

２

＜参考＞

食品の品質に関する適正な表示により消費者の選択に資すること
飲食による衛生上の危害発生を防止すること
虚偽、誇大な表示を禁止すること

β平成22年3月30日に閣議決定された「消費者基本計画」において、食品表示に関する一元的な法律の制定など法体系の在り

方について、消費者庁において検討することとされています。



１．品質表示基準の企画立案

制定・改正 消費者庁

２．執行（監視・取締り）

立入検査 消費者庁、農林水産省

指示・公表 消費者庁、農林水産省

命令 消費者庁

３

＜参考＞

平成２１年９月以降の取扱い

（注：都道府県においても、都道府県域業者に対する監視・取締りを実施）

平成２１年９月の消費者庁の創設に伴い、ＪＡＳ法の品質表示基準の企画立案は、食品衛生法の表
示制度等とともに、同庁が行っています。



玄米及び精米品質表示基準

個別品目ごとの品質表示基準
野菜冷凍食品
農産物漬物
うなぎ加工品
ソーセージ
等 ４６基準

食品の品質に関する表示の適正化を図り一般消費者の選択に資するため、生鮮食品、
加工食品等の区分ごとに、製造業者等が守らなければならない品質表示基準が定め
られています。

○生鮮食品
野菜や果物などの農産物、肉や卵などの
畜産物、魚や貝などの水産物で加工して
いないもの

○加工食品
生鮮の農産物などの原料を加工して製造
された飲食料品

水産物品質表示基準
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大豆、とうもろこし等の遺伝子組換え農産物とその加工
食品について「遺伝子組換え」等の表示を義務付け

４

しいたけ品質表示基準

○ 品質表示基準
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生鮮食品

加工食品

原料原産地を表示
（表示義務のあるもの）

国内で製造したもの
外国で最終的に
製造したもの

製造した国を原産国名
として表示
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原産地を表示

○○県産

ブロッコリー

№∂ⱨꜝ▬

↔ ⁸╕№∂⁸

Ɽfi ⁸

⁸

10ϴ ≢

⇔≡ↄ∞↕™⁹

ủủ

ﬞ ××

原料原産地の表示なし
（表示義務の対象外のもの）

国内で製造したものにあっては、「原産国名：国産」を表示する義務はない

５

○ 食品の原産地表示について



太平洋産（○○港）
解凍
刺身用
めばち赤身

消費期限 ２２．１２．１
保存方法 ４℃以下で保存
○○スーパー株式会社
東京都千代田区○○－△△ □□□
価格（円）

○水産物の表示例

○その内容を表す一般的な名称を記載（ＪＡＳ法）

○原産地を記載（ＪＡＳ法）

○冷凍したものを解凍した場合は
「解凍」と記載
○養殖されたものの場合は「養殖」と記載

○ 生鮮食品の表示 （１）

たまねぎ

○○県産

JAS法において規定されている事項

○生鮮食品について、包装された魚の切り身など、品目

によって食品衛生法に基づく表示が行われている。

・生食用であるかないかの別を記載
・消費期限又は賞味期限を記載
・保存方法を記載
・「製造所又は加工所の所在地及び製造者又は加工者の氏名」
を記載

（JAS法、水産物の場合）

６

生鮮食品について、「生鮮食品品質表示基準」により、名称と原産地の表示が義務付
けられています。



～原産地について～

国産品 輸入品

農産物

都道府県名 原産国名

・市町村名その他一般に知ら
れている地名での記載も可

・一般に知られている
地名での記載も可

畜産物

国産である旨 原産国名

・都道府県名、市町村名その
他一般に知られている地名
での記載も可

水産物

漁獲した水域名
養殖した都道府県名

原産国名

・水域名の記載が困難な場合
は水揚港名又はそれが属す
る都道府県名での記載も可

・水域名に水揚港名又はそれ
が属する都道府県名の併記
も可

・水域名の併記も可

生鮮食品の原産地の記載内容

７

○ 生鮮食品の表示（２）



包装された玄米及び精米について、以下の表示が義務付けられています。

○名称 ○原料玄米 ○内容量 ○精米年月日 ○販売者

～米の表示について～

産地、品種及び産年が同一であり、証明を受けた原料玄米
を用いたもの）

８

名称 精米

原料玄米

産地 品種 産年

単一原料米
○○県 ○○ヒカリ ○○年産

内容量 １０㎏

精米年月日 平成２２年○○月○○日

販売者
○○米穀株式会社
○○県○○市○○町１－２－３
ＴＥＬ○○○（○○○）○○○○

名称 精米

原料玄米

産地 品種 産年 使用割合

複数原料米

国内産 １０割
○○県 ○○ヒカリ□年産 ６割
△△県 △△コマチ□年産 ４割

内容量 １０㎏

精米年月日 平成２２年○○月○○日

販売者
○○米穀株式会社
○○県○○市○○町１－２－３
ＴＥＬ○○○（○○○）○○○○

○ 生鮮食品の表示（３）
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Ａ国 Ａ国産

２７ヶ月

日本

３ヶ月

〈牛を生きたまま輸入して飼育した場合〉

～畜産物の表示について～

生鮮食品のうち畜産物について、
・２ヶ所以上で飼養された場合、最も飼養期間の長い場所(最長の飼養地)を原産地として表示
・銘柄に冠した地名が最長の飼養地と異なる場合には、銘柄とは別に原産地（最長の飼養地）
を「都道府県名」等で表示
することが義務付けられています。（長いところルール）

○○牛（B県産）

銘柄と別に、原産地（最長の飼養地）を「都道府県名」等で表示

〈○○牛（○○はC県の地名）の最も長い飼養期間がB県の場合〉

C県（銘柄○○牛）B県A県

６ヶ月 １８ヶ月 １０ヶ月

β平成17年9月以前は、輸入牛を

国内で３ヶ月飼養すれば、「国産」と
表示可能だった。

国 産Ａ国

１２ヶ月

日本

１８ヶ月

和牛とは、産地を示すものではなく、「黒毛
和種」、「褐毛和種」、「日本短角種」、「無
角和種」の４品種及びこれらの交雑種を指
すものです。

「国産牛」

９
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○ 生鮮食品の表示（



加工食品について、名称、原材料名、内容量、消費期限又は賞味期限、保存方法及び
製造業者等（輸入品は、原産国名も）の表示が義務付けられています。
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加工食品の表示例

（参考）輸入加工食品の表示例

名 称 ドライフルーツ

原材料名 白いちじく

内 容 量 １００ｇ

賞味期限 ２２．１２．１

保存方法 直射日光・高温多湿をお避けください。

原産国名 △△国

輸 入 者 株式会社○○

東京都千代田区△△

○その内容を表す一般的な名称を記載（JAS法）

○単位を明記して記載（JAS法、計量法）

○一括表示に記載。ただし、一括表示に記載すること
が困難な場合は、賞味期限欄に記載箇所を表示すれ
ば、一括表示外への記載が可能。
（JAS法、食品衛生法）

○「製造業者等の氏名又は名称及び住所」を記載
（JAS法、食品衛生法）

○一括表示に、使用した原材料を重量割合の多い順
に、食品添加物以外の原材料と食品添加物に分け
て記載。（JAS法、食品衛生法）
○アレルギー表示（食品衛生法）、原料原産地表示
（JAS法）、遺伝子組換え表示（JAS法、食品衛生法）
についても、原材料表示の一部として表示する
ことができる。

○一括表示に記載。ただし、一括表示に記載箇所を
明示することにより賞味期限に近接して一括表示
外への記載が可能
（JAS法、食品衛生法）

表示のポイント

○外国で製造され輸入されたものには、原産国名と
して製造した国を表示（JAS法）

10

○ 加工食品の表示（１）



℮⌂⅞ ⅝
⅛≈⅔ ╡┬⇔

─

⅜ ╩
∆╢

─ ™
╩ ⌐
◌Ᵽכ

↔≤
⌐

─

№→ ─

(β)

─ ⅜
(β)

─ ⅜

⅝ ⅝ ⌐ ↑

⅝─↓ ⁸ ┘
⇔√⅝─↓ ⁸ ┘

╝≢⁸ │ ⇔√⅝─↓ ⁸ ┘
┘⌐№╪

⇔√◌♇♩ ⁸ ⇔√
◌♇♩ ∕─ ⁸ ┘⅝─↓
╩ ⇔√╙─

┘
╙∟
™╡↕╛ ⁸™╡ ⁸№→
┘™╡

↓╪⌐╚ↄ
⇔√

10 ╝≢⁸ │ ⇔√ ┘
11 ╩№┬∫√
12 ⱨꜝ▬ ≤⇔≡ ╩ ↑√
13 ∕─ ⇔√
14 ⁸ ⁸ ┘

↓╪┬⁸ ─╡⁸ ⅝─╡∕─ ⇔√

15 ┘
16 ⇔√ ┘
17 ╝≢⁸ │ ⇔√ ┘
18 ╩№┬∫√
19 ⱨꜝ▬ ≤⇔≡ ╩ ↑√
20 │13⌐ →╢╙──╒⅛⁸ ╩

⇔√╙─

β

─ ─℮∟⁸ ─
─ ─ ⅜ ≢№╢

─ ≢

11

ủ ─ ( )

（２０食品群選定の際の要件）
① 原産地に由来する原料の品質の差異が、加工食品としての品質に大きく反映されると一般に認識されている品目のうち、
② 製品の原材料のうち、単一の農畜水産物の重量の割合が５０％以上である商品

╦⅛╘
╦⅛╘

─┌↕ה∂№
↕┌



ＪＡＳ法に基づく加工食品の原料
原産地表示

米トレーサビリティ法に基づく産地
情報伝達

対象品目 原料原産地が品質と関係のある品
目を指定
（現在２０食品群＋４品目）

米穀等を指定
＜ＪＡＳ法で指定された品目を除く＞

対象物 販売される商品 販売される商品
提供される料理（外食等）

表示等の方法 商品に記載 商品に記載するほかホームページ
等での情報提供も可

＜参考＞ 米トレーサビリティ法による産地情報の伝達について

12

○ 昨年の通常国会で、米トレーサビリティ法（β）が成立。この中で、米穀等（米穀と米穀加工食
品）を対象として、①取引の記録の作成、②産地情報の伝達を義務付け。

（①は本年１０月１日、②は来年７月１日施行）

○ このうち、②は、米穀等を一般消費者に販売・提供をする場合、米穀についてその産地、米穀
加工品については原料米穀の産地を伝達しなければならないとするもの。

（β）「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律」

ＪＡＳ法と米トレーサビリティ法について
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日

安全に食べ
られる限界

早く悪くなるもの

劣化が比較的遅いもの

賞味期限と消費期限のイメージ

まだ食べられる

消費期限製造日 賞味期限

װ

★ 加工食品には、「賞味期限」か「消費期限」のどちらかが表示されています。
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＜参考＞ 賞味期限と消費期限の意味



① 大豆（枝豆及び大豆もやしを含む）
② とうもろこし
③ ばれいしょ
④ なたね
⑤ 綿実
⑥ アルファルファ
⑦ てん菜

義務表示対象農産物（７農産物）

義務表示対象加工食品（３２食品群）

農産物

大豆 豆腐・油揚げ類など15食品群

とうもろこしコーンスナック菓子など９食品群

ばれいしょ 冷凍ばれいしょなど６食品群

ｱﾙﾌｧﾙﾌｧアルファルファを主な原材料とするもの

てん菜 てん菜(調理用)を主な原材料とするもの

①遺伝子組換

え農産物を区

別して使って

いる場合（β）

「大豆（遺伝子組
換え）」など

②遺伝子組換

え農産物と非

遺伝子組換え

農産物を区別

しないで使っ

ている場合

「大豆（遺伝子組
換え不分別）」な
ど

③遺伝子組換
えでない農産
物を区別して
使っている場
合（β）

表示する場合「大豆
（遺伝子組換えでな
い）」など

義務

義務

任意

加工後に組み換えられたDNA又はこれにより生じたたん
ぱく質が残存しないもの（油、しょうゆなど）は任意表示

遺伝子組換え食品の表示方法

β分別生産流通管理することが必要

14

○ 遺伝子組換え食品の表示

大豆、とうもろこし等指定する遺伝子組換え農産物とその加工食品について、表示

が規制されています。



β 製造、流通段階において、遺伝子組換えでない農産物専用の施設を設置することは現実的に困難であり、各段階で適切な
清掃等を行っても、意図せざる混入は避けられません。このため、分別生産流通管理が適切に行われている場合には、５％以
下の意図せざる混入はやむを得ないものとされています。

15

＜参考＞ ～分別生産流通管理とは～

分別生産流通管理（＝ＩＰハンドリング）とは、生産・流
通及び加工の各段階で遺伝子組換えでない農産物を、
遺伝子組換え農作物との混入が起こらないよう管理し、
そのことが書類等で証明されていること。



・定温管理流通加工食品

ＪＡＳ規格制度は、農林水産大臣が定める日本農林規格（ＪＡＳ規格）に適合した製品にＪＡＳマークを
つけることができる制度です。

色、香りといった品位、原材料といった成分等、品質に
ついてのＪＡＳ規格を満たす食品や林産物などに付さ
れます。

・ウスターソース類
・集成材
等 計５１品目

・熟成ハム類
・地鶏肉
等 計５品目

農薬や化学肥料に頼らず栽培された農産物等、有機Ｊ
ＡＳ規格を満たす食品や飼料に付されます。

・有機農産物
・有機飼料
等 計４品目

一般ＪＡＳマーク

特定ＪＡＳマーク

有機ＪＡＳマーク

生産情報公表ＪＡＳマーク

ＪＡＳマークの種類 説 明 等 規格制定品目

定温管理流通 流通方法に特色があり、通常の流通方法に比べて価
値が高まると認められる食品に付されます。
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一定期間以上の熟成（熟成ハム）等、特別な生産方法、
特色のある原材料についてのＪＡＳ規格を満たす食品
に付されます。

生産情報（給餌情報や動物用医薬品の使用情報等）
が公表されている牛肉、豚肉、農産物、養殖魚等に付
されます。

定温管理流通ＪＡＳマーク

・生産情報公表牛肉
・生産情報公表養殖魚
等 計５品目

JAS˴Ś˅ʪɼɩʣɫʀɤɿɥʣ制度ʃɼɜɾ

○ ＪＡＳマーク（ＪＡＳ規格）制度



例えば、
加工食品のＪＡＳ規格では、

○製品の食感、外観
○製品中の粗たん白質、粗脂肪分
○使用できる原材料、食品添加物
などの基準が定められています。
（例）
・ロースハム特級
Ÿ赤肉中の粗たん白質18.0％以上であること。
・干しそば上級
Ÿそば粉の配合割合が50％以上。
・濃縮オレンジ（果汁飲料）
Ÿ食品添加物は天然香料以外のものを使用
していないこと。

林産物のＪＡＳ規格では、

製品の強度のほか、シックハウス症候群の原因
のひとつであるホルムアルデヒド放散量を低く
抑える基準が定められています。

色、香味等の品位、原材料、食品添加物等の成分など､品質についての基準を内容とする
ＪＡＳ規格が定められています。
飲食料品（即席めん、しょうゆなど４０品目）、林産物（合板、集成材など９品目）及び
農産物加工品（生糸、畳表）

性状：
香味及び色沢が良好であり、かつ、
異味異臭がないこと等

トマト以外の野菜類の搾汁の割合：
10％以上

原材料：
次に掲げるもの以外のものを使用
していないこと。
①トマトジュース、②セルリー、にん
じんその他の野菜類の搾汁又は
これを濃縮したもの、③食塩、
④香辛料、⑤砂糖類、⑥レモン果汁

食品添加物：
香辛料抽出物以外のものを使用して
いないこと。

無塩可溶性固形分：
４．５％以上であること。

ＪＡＳ規格の内容（例．トマトミックスジュース）
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登録認定機関名

○ 一般ＪＡＳ規格



品 目
制 定
年月日

主な特色ある
生産方法

手延べ干しめん H16.6.18

・めんの引き伸ばし
等の行程を手作
業で実施

・最低でも１６時間
以上熟成

地 鶏 肉 H11.6.21

・在来種の血統が
５０％以上

・８０日間以上飼育

・飼育密度
（１０羽/㎡以下）

・平飼いで飼育

熟成ハム類 H7.12.20 ・７日間以上熟成

熟成ﾍﾞｰｺﾝ類 〃 ・５日間以上熟成

熟成ｿｰｾｰｼﾞ類 〃 ・３日間以上熟成

・特定ＪＡＳ制定品目の概要

地鶏肉（一定期間以上にわたる平飼い等）や熟成ハム類（一定期間以上にわたる熟成）
等、特別な生産方法や特色ある原材料で生産されるものについて、生産の方法について
の基準を内容とするＪＡＳ規格が定められています。
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登録認定機関名

○ 特定ＪＡＳ規格



有機農産物、有機畜産物、有機加工食品などについて、生産の方法の基準を規定したＪ
ＡＳ規格が定められています。有機農産物と有機農産物加工食品については、有機ＪＡＳ
マークがなければ「有機○○」、「オーガニック○○」と表示することは禁止されています。

＊有機農産物とは＊

農業の自然循環機能の維持増進を図るため、以下の
方法で生産された農産物
●たい肥等で土作りを行い、種まき又は植え付けの前
２年以上、禁止された農薬や化学肥料を使用しない
●土壌の性質に由来する農地の生産力を発揮させる
●農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減
●遺伝子組換え技術を使用しない

＜有機JASマーク＞

19

○ 有機ＪＡＳ規格

（注）・化学的に合成された資材（肥料、農薬等）の使用を避けることが基本。一定の場合に使用できる資材を限
定的に指定し、これ以外を使用禁止。
・コーデックス委員会（ＦＡＯ（国際連合食糧農業機関）とＷＨＯ（世界保健機関）が設置した食品の国際規格
の作成等を行う国際的な政府間機関）の有機食品のガイドラインに則ったもの。欧米諸国でも同様の考え
方に基づいた取扱い。



ＪＡＳマーク制度における検査認証の仕組み

（注）登録、認定後も、登録認定機関、認定事業者の業務が適切に

行われているかどうか調査（監査）を実施。

①農林水産大臣
へ登録申請

④ＪＡＳ認定申請
（工場、ほ場ごと）

登録認定機関

認定事業者

ＪＡＳマーク製品の流通

農林水産大臣

③ＪＡＳ法の登録基準
に基づき審査、登録

⑤認定の技術的基に基
づき審査、認定（注）

⑥製品検査・判定
ＪＡＳマークの貼付

（独）農林水産消費安全技術
センター

②登録基準を満たして
いるかどうか書類審査、
現地調査（注）
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＜参考＞ JASマーク制度における検査認証の仕組み

製造業者等が製品にＪＡＳマークを貼付する場合、JAS法に基づき、登録認定機関（β）による審査、
認定を受けて認定事業者となることが必要です。
（β）登録認定機関とは、（独）農林水産消費安全技術センターによる調査を経て、農林水産大臣が登録基準に基
づき審査、登録した認定機関＜ＮＰＯ法人、地方公共団体、株式会社、公益法人など＞



農林水産省では、全国の地方農政事務所
等に専任の職員（食品表示Ｇメン：21年度
で約1,700人）を配置し、小売店舗などに対
し、常時、監視・取締りを実施。

次のような仕組みも設けています。

・食品表示１１０番

国民からの食品表示に関する問合わせや情報

提供を受付けるホットラインを関係機関に設置

（Ｈ２１年度実績２．７万件）。各都道府県も同様

に窓口を設置。

・食品表示ウォッチャー

消費者が日常の買い物の中で食品表示の状況

を点検。平成２１年度は全国で約6,000名を委嘱。

指示に従わなければ

品質表示基準違反の場合の
ＪＡＳ法上の流れ

調 査

法人：1億円以下の罰金

個人：1年以下の懲役又は

100万円以下の罰金

命令に従わなければ

是正の指示

業者名の公表 等

指示に従うよう
命令・公表

個人：2年以下の懲役又は

200万円以下の罰金

法人：1億円以下の罰金

原産地の偽装
（原料原産地含む）

直罰規定の適用
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○ 監視・取締り

ʆ ẵʃɼɜɾ

（注：都道府県においても、都道府県域業者に対する
監視・取締りを実施。）

農林水産省では、地方農政事務所等において、監視・取締りを行い、食品表示の適正
化を推進しています。



ＪＡＳ法に基づく指示等については、平成２１年１月の「指示・公表の指針」（農林水産省
決定・公表）に基づき実施しています。この「指針」の運用改善として、来年１月１日から、
「指導」の場合でも、違反した事業者自らが、表示が誤りであったことを伝えなければなら
ないこととすることとしています。

ＪＡＳ法に基づく表示違反については、

○「指示・公表」を基本として、

○常習性がなく過失による一時的なもの
であり、かつ直ちに改善方策を講じて
いる場合は「指導」

「指導」の取扱のうち、「直ちに改善方策
を講じている場合」の「改善方策」につい
ては、
①表示の是正（表示の修正・商品の撤去）
を行っていることに加えて、
②事実と異なる表示があった旨を、社告、
Ｗｅｂサイトの掲示、店舗等内での告
知等の方法を的確に選択し、速やか
に情報提供している

こととして解釈・運用し、これらの措置を講
じていないときは、ＪＡＳ法に基づく指示・公
表を行う。
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○ 指示・公表の指針の運用改善

「指示・公表の指針」のポイント 運 用 改 善



１．地方農政局等が行う調査
任意調査を基本とし、任意調査では
疑義を十分に解明できない場合に立
入検査を実施。

２．都道府県からの協力要請への対応
地方農政局等は、年度当初に都道府
県から包括的な協力要請を受けて都道
府県域業者に対する調査を実施してい
るが、必ずしも文書等で確認していない
例がある。

１．地方農政局等が行う調査
巡回的な調査や疑義情報に基づく調
査については、任意調査ではなく、ＪＡＳ
法に基づく立入検査を行うことを原則と
する。

２．都道府県からの協力要請への対応
地方農政局等が、都道府県からの協
力要請等を踏まえて都道府県域業者に
対する調査を実施する場合、事前に、都
道府県からの協力要請等の事実を文書
等で明らかにしておく。

３．疑義情報を把握した後の速やかな立
入検査の実施等
立入検査の開始から違反事業者の改
善確認に至るまでの全行程の進行管理
を適切に行う。
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＜参考＞ 調査の運用改善

これまで 運用改善

「指示・公表の指針」の運用改善に加え、来年１月１日から、調査について次のような改善措置を講ず
ることとしています。



都道府県、警察、保健所等

連携

食品表示１１０番
農林水産省、地方農政局、農林
水産消費安全技術センター等

分析調査

農林水産省

○食品表示１１０番、巡回調査の結果に基づき、ＪＡＳ法違反に当たるか否かの調査を実施。
○ＤＮＡ分析などの事前調査から、各流通段階における立入検査、それらの資料の分析調査を行い、
偽装を解明。

H20平均 H21平均
疑義情報 401件/月 402件/月

β疑義情報には、事業者の内
部告発者からの告発を含む。
その内容は、原産地の偽装、賞
味期限の改ざんなど様〄である。

一般調査（日常的な巡回）など
H21年度 42,000業者に対して実施

事前調査として
・疑義商品の、表示状況・流通状況等を分析
・独立行政法人農林水産消費安全技術セン
ターを利用してDNA分析などの科学的手段
も組み合わせる。
また、立入検査の分析データなど
・様〄なデータを分析し、物の流れを検証して
いく（社会的検証）。

・疑義商品の各流通段階を調査する場合も多
い。
・多数の都道府県にまたがる場合も多い。
・伝票などあらゆる関連書類を検査。
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立入検査等の実施

＜参考＞ 食品表示Ｇメンの活動

・命令
・指示・公表
等



○ 食品の流通経路は、 ─ ╩╕√← ╛ ─ ⅜ ∆╢⌂≥ ≢ ⁹
偽装事案の全体像は、商品の販売ルートを遡りながら、関係地域、関係業者等の特定が進んでいって初めて解
明可能なもの。このための機動的かつ臨機応変な調査を行うには、国が統一的な指揮命令の下で一斉に行うこと
が必要（事案ごとに関係地域等も異なる）。

○ 一色産うなぎ蒲焼きの産地偽装は、多県の複数の中間流通業者が介在し、架空会社の特定が困難である中、
地方農政局が中心となり、短期間（平成２０年５月２６日～平成２０年６月１９日）に、１１都道府県の１９業者に
対し一斉調査（延べ４０回）を実施。

２０年５月２３日

食品表示１１０番

兵庫

（有）一色フード（愛
知県岡崎市一色町）
が製造する愛知県
三河一色産うなぎ蒲
焼きについて、その
製造者と原料原産
地に疑義がある旨
の情報提供が兵庫
農政事務所にあり。

５月２６日

（有）一色フード
の所在地を確認

愛知

東海農政局の食
品表示Ｇメンが、愛
知県岡崎市一色町
をくまなく探し、（有）
一色フードが架空会
社であることを確認。

５月２６日
～６月１３日

（有）一色フードのう
なぎ蒲焼きを買上げ
た店舗から中間流
通業者を遡及調査

京都、大阪、兵庫、
徳島、愛媛、島根、
福岡

近畿農政局等が、
１８業者に対し調査
を実施し、魚秀、神
港魚類、Ａ社、Ｂ社
等の疑義を確認（Ａ
社、Ｂ社は県域の中
間流通業者）。

６月１６日
～６月１９日

食品表示Ｇメンが
立入検査等を実施

北海道、東京、京
都、大阪、岡山、
徳島、高知、福岡

６月２５日

ＪＡＳ法に基づく
指示・公表

近畿農政局等が、
魚秀、神港魚類その
他取引先に対する
検査を実施。
魚秀及び神港魚類
が、中国産うなぎ蒲
焼きに、製造や販売
の実態のない架空
会社を表示し、三河
一色産として販売し
ていたことを確認。

農林水産大臣が、
魚秀と神港魚類に
対して指示・公表を
実施。
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＜参考＞ 品質表示違反の例（うなぎ蒲焼きの産地偽装）

事案の概要：株式会社魚秀（本社：大阪市）及び神港魚類株式会社（本社：神戸市）が、中国産うなぎ蒲焼きに、
製造や販売の実態のない架空会社（（有）一色フード）を表示し、愛知県三河一色産として販売。


